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序  文 
 

促成栽培のイチゴはわが国の施設園芸の中で最も広く栽培されており、各県独自の優良

品種が続々と育成されるなど、重要な品目として位置づけられています。 

しかし、近年、販売単価の低下や生産資材の高騰、さらには共同選果体制の遅れによる

過重労働、高齢化に伴う新規就農者の減少等によって、栽培農家数および栽培面積が全国

的に減少している状況にあります。 

このような状況を打破するために JA からつでは全国最大のイチゴ専用パッケージセンタ

ー（一日選果量 3.2 万パック）が建設され、全収穫物の共同選果並びに集荷量のうち業務契

約販売 3 割を目指して 2010 年春から稼働が始まっています。本パッケージセンターは全国

のイチゴ産地における同様の施設の導入にあたっての先進的なモデルになると期待されて

います。しかし、その効率的な運営を図っていくためには、栽培農家における生産量の増

加が必要不可欠です。 

そこで、増収による所得向上を目指すとともに生産規模の拡大を推進していくために、

①局所環境制御（2009 年の農業新技術）等による収穫の早進化と収穫延長および厳寒期の

生産安定と②局所環境制御等の新技術の低コスト・省力化を可能にする種々の新たな技術

を開発しました。さらに、パッケージセンターの効率的な利用を図るために①消費者やケ

ーキ・菓子業者等の実需者への調査に基づく有利な販売方法を提案するとともに、②パッ

ケージセンター導入前後の農家経営の変化について検証しました。そして、現状の生産条

件を基盤に新たに開発した技術を組み合わせることによって、大規模高収益経営モデルを

構築することができました。 

これらの成果を広く活用していただくために、増収技術の核である‘局所温度制御シス

テム’の低コスト化技術をマニュアル化するとともに、イチゴ生産の大規模化のための経

営指針を取りまとめ，公開することにしました。それぞれの内容については、今後さらに

改善や検証が必要なものもありますが、イチゴ栽培農家の経営安定に少しでも役立つこと

を期待しています。 

なお、これらは、農林水産省の「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」を

活用して北部九州地域の 6 研究機関と普及センターで取り組んだ共同研究「パッケージセ

ンター活用と局所環境制御技術を駆使した大規模高収益イチゴ経営モデルの構築（2010

年～2012 年）」の成果の一部です。事業の実施にあたってご指導、ご鞭撻、並びに御協力い

ただきました各関係機関、関係各位に厚くお礼申し上げます。 

 

2013 年 4 月 

イチゴ大規模経営モデル構築コンソーシアム 

代表機関 佐賀県上場営農センター 

                         所長 田 代 暢 哉 
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(3)機械の能力決定のための指標 

1)クラウン温度制御のための熱負荷（必要熱量） 

省エネタイプの局所温度制御システムを用いた現地試験（9 月定植の促成栽培・白黒定

植前マルチ高設栽培）において、クラウン温度制御に要する熱負荷特性について検討した

結果、クラウン温度制御のための最大熱負荷は冷却時が 17kW/10a、加温時が 14kW/10a 程

度でした(第 8 図、第 9 図)。このことから、熱源（冷却・加温）としてＨＰチラーを用い

る場合は、10a 当たり 5馬力程度（1馬力当たり 2.8kW 相当）の能力が必要であると考えら

れました。 
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第8図   クラウン冷却時の温度及び熱負荷の推移（H24.9.27） 

クラウン温度：ハウス気温が23℃以上の時、18℃を目標に制御 

蓄熱タンク水温：12～14℃を目標に制御 

第9図   クラウン加温時の温度及び熱負荷の推移（H25.1.6） 

クラウン温度：ハウス気温が15℃以下の時、18℃を目標に制御 

蓄熱タンク水温：28～30℃を目標に制御 

（暖房機稼動時は排熱回収により35℃に制御） 

0

4

8

12

16

20

24

28

32

36

40

0
時

2
時

4
時

6
時

8
時

1
0
時

1
2
時

1
4
時

1
6
時

1
8
時

2
0
時

2
2
時

温
度

〔
℃

〕

0

4

8

12

16

20

熱
負

荷
〔
kW

/
1
0
a〕

クラウン加温熱負荷 ハウス気温 蓄熱タンク水温 クラウン温度



- 8 - 
 

第 10 図  排熱回収器の稼動時間及び回収熱量の推移（H25.1.6） 
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2)排熱回収器の能力 

現地試験での排熱回収器（M社製箱型フレキ 6連式）の回収熱量（定格能力）は、暖房機

が稼動後一定時間経過し安定した状態の時に 16kW 程度でした。 

排熱回収器の運転制御は暖房機の送風ファンの出力を利用していますが、暖房機は送風

ファンが稼動して一定時間経過後（現地試験の場合 5 分）にバーナーを点火、設定温度に

達した時点でバーナーを停止、さらに一定時間経過後（現地試験の場合 5 分）に送風ファ

ンを停止するといった制御を行っています。このため暖房機が連続稼動するほど排熱の回

収効率は高まります。しかし、実際の圃場では、暖房機が通常 on/off を繰り返しながら稼

動するため、回収できる熱量は限られます。実証試験における厳寒期の排熱回収器の稼動

時間及び回収熱量は第 10 図のように 1 日当たり排熱回収器稼働時間は 331 分で 52kW でし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)蓄熱タンクの効果と容量 

蓄熱タンクとは、熱源機器（ＨＰチラー、排熱回収器等）で作った冷温水を蓄えておく

ためのタンクのことで、クラウン温度制御に必要な一日の熱負荷を平準化できるメリット

と、熱負荷が小さい時間帯に連続運転を行い、ピーク負荷時間帯の必要熱量を貯めておく

ことで熱源機器の小型化に有効な設備です。 

特に夏季のクラウン冷却期における昼間のピーク負荷は日射の影響を受けて著しく大き

くなるため、蓄熱タンクの設置が非常に効果的です。なお、設置スペースの問題や設置コ

ストが増える等の課題はありますが、タンク容量を大きくすることで、その効果は高まり、

さらに水温の安定化、クラウン温度制御の精度向上にも寄与します。 
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現地試験データを基に、秋季におけるクラウン冷却時の蓄熱タンク容量と水温変化を試

算した結果（第 1 表）、クラウン温度をタンク水温＋6℃と仮定した場合（現地試験結果か

ら）、ゾーン制御温度の 23℃以下に保つためには蓄熱タンクの容量が 2t/10a 以上、20℃以

下では 3t/10a 以上必要であると考えられました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．低コスト局所温度制御システムの施工上の留意点 

局所温度制御システムでは、熱媒体として水を循環させるために、漏水や器機の不具合

が生じるとシステム全体に影響することから、自家施工を行う場合は、専門的な知識をも

った業者に相談して作業を行うようにしましょう。 

 

・局所温度制御を循環水で行うために送水用ポンプを数ヶ所使用します。その場合、陸上

用ポンプを選定した場合は吸い込み管口に落水防止用のフート弁（ゴミの流入も防止で

きる。2,000 円程度 第 11 図）と微細なゴミ取りのフィルタ（第 12 図）を設置し、チラ

ーと循環ポンプの水配管系路には断水した場合にチラーが自動停止できる液体流量セン

サのフロースイッチ（7,000 円程度 第 13 図）を設置します。これらの機器部材はチラ

ーを保護するために必要ですので必ず設置しましょう。 

 

 

 

 

 

 

第 11 図 フート弁   第 12 図 ゴミ取りフィルタ 第 13 図 フロースイッチ    

第 1表  クラウン冷却時の蓄熱タンク容量と水温変化の試算結果 

1ｔ ２ｔ ３ｔ ４ｔ ５ｔ ６ｔ

6時 0.00 12.50 9.00 9.00 9.00 9.00 9.00 9.00
7時 1.00 12.50 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓
8時 9.25 3.25 9.00 9.00 9.00 9.00 9.00 9.00
9時 12.95 -0.45 9.39 9.19 9.13 9.10 9.08 9.04
10時 14.70 -2.20 11.28 10.14 9.76 9.57 9.46 9.23
11時 17.55 -5.05 15.64 12.32 11.21 10.66 10.33 9.66
12時 16.35 -3.85 18.96 13.98 12.32 11.49 10.99 10.00
13時 16.30 -3.80 22.23 15.62 13.41 12.31 11.65 10.32
14時 13.75 -1.25 23.31 16.16 13.77 12.58 11.86 10.43
15時 12.85 -0.35 23.61 16.31 13.87 12.65 11.92 10.46
16時 8.35 4.15 20.03 14.52 12.68 11.76 11.21 10.10
17時 3.35 9.15 12.15 10.57 10.05 9.79 9.63 9.31
18時 0.00 12.50 9.00 9.00 9.00 9.00 9.00 9.00
19時 0.00 12.50 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓

  注１) クラウン冷却熱負荷は実証試験のデータ（H24.9.27）を適用 クラウン温度
  注２) チラーの定格能力は12.5kW(5馬力)、蓄熱タンクの放熱ロスは考慮せずに試算 〃 20℃以上 21℃未満
  注３) 蓄熱タンクの設定水温は９℃（蓄熱と制御性を考慮）とし、制御幅は考慮せずに試算 〃 21℃以上 22℃未満

  注４) クラウン温度は蓄熱タンク水温＋６℃とした（実証試験データより適用） 〃 22℃以上 23℃未満
〃

20℃未満

23℃以上

時間帯
10a換算クラウン

冷却熱負荷
〔kW〕

10a換算
チラー不足熱量

〔kW〕

蓄熱タンクの水温予測〔℃〕
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15図 循環
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フレキ管を通

回収器を通る

排熱回収器を

めに、暖房機

30 万円程度

結露水が発

理します。 

部（模式図）
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2)放熱ファン 

・蓄熱水温の温度上昇を軽減するために設置する放熱ファンは、循環ポンプと放熱ファン

で構成されます。 

・放熱ファンと循環ポンプの電源にサーモスタット等を設置し、蓄熱水槽の水温に連動し

て運転（ON/OFF 制御）を行います（現地試験では 35℃で作動し 32℃で停止）。 

・放熱ファン【製品名：ファン付きラジエタ】は 4万～5万円程度で市販されています。 

・現地試験に用いた自作放熱ファンの放熱能力は、ハウス最低温度が 6℃、循環水量が 11L/

分の場合、4.2kW 程度でした。 

 

 

 

 

 

 

 

第 23 図 現地試験に用いた放熱ファン    第 24 図 放熱ファンの循環ポンプを制御 

                         するサーモと ONOF 用リレー 

 

(5)ハイブリットコントローラー 

・局所温度制御における運転コストの低減を図るために導入した排熱回収器をフル活用す

ることを目的として、暖房機に連動して稼働を開始する排熱回収器の運転に合わせて、

ＨＰチラーの稼働を強制的に停止させるための機器として開発しました。 

・主な部材として、セレクトスイッチ、可変抵抗器、リレー、ボックス等で構成され、暖

房機の送風ファンの出力を受けると、ＨＰチラー本体のコントローラーに繋がるサーミ

スタを回路から切り離し、代わりに模擬抵抗を与えてＨＰチラーのコントローラーに設

定温度以上と認識させることで運転を停止する仕組みとなっています（第 25 図、第 26

図）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 25 図  ハイブリットコントローラー 
(前面) 

第 26 図  ハイブリットコントローラー 
(内部) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6)電

・各装

電力

ー、

必要

 

４．シ

(1)局

・イチ

秋春

が

・さ

水温

約

・制御

照効

 

電源に関する

装置に使用す

力会社との契

、機器異常に

要があります

システム稼働

局所温度の制

チゴの生育適

春季はハウス

15～18℃以

らに、ハウス

温またはチュ

1～2℃。第

御温度は 20

効果が現れる

第 27 図

る留意点 

する電源の種

契約を事前に

に備えて、そ

す。 

働上の留意点

制御方法（ゾ

適温は 18℃

ス温度が 23

下の条件で加

ス温度条件

ューブ表面の

28 図）。 

0℃前後で行

る場合がある

図 HP チラ

種類や消費電

に見直す必要

それぞれに適

点 

ゾーン制御）

℃～23℃程度

3℃以上の条

加温を開始し

とともに循環

の温度によっ

行い、草勢等

るので十分観

ーと排熱回収
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電力を把握し

要があります

適正な漏電ブ

 

であり局所温

件でクラウ

します。 

環水の送水ポ

って行います

により調整

観察して、電

収器の稼働状

して、これに

す。また、各

ブレーカ等を

温度制御も

ン部の冷却を

ポンプの制御

す（チューブ

します。特に

電照時間や制

状況（H25.1

に見合う電源

各装置には漏

を設置し、安

20℃前後に

を開始し、冬

御は、循環用

ブ内の水温と

に、電照開始

制御温度を調

.6） 

源の種類や容

漏電や容量オ

安全性を確保

に制御するた

冬季はハウス

用チューブ内

と表面温度の

始時期に急激

調整します。

容量に

オーバ

保する

めに、

ス温度

内部の

の差は

激に電

 



 

・ハ

幅に

・局所

【室温

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第

U

 

 (2)機

1)稼

・局所

た

です

・チ

定す

パイ

デー

・セン

接続

温
度

（
℃

）
ウス温度とチ

にランニング

所温度制御用

温センサ】Ｏ

   第

   注)

29 図 制御

ULE-1、右：

機器の稼働状

稼働温度の確

所温度制御シ

めに、チュー

す。 

ューブ表面は

するためには

イプやチュー

ーターロガー

ンサはめ込み

続すれば、配

16

17

18

19

20

21

20:45

チューブ温度

グコストの低

用の循環用ポ

ＯＮ→ 【チ

28 図 局所

)2013 年 1 月

御用のコントロ

ハウス内の

状況の確認 

確認（蓄熱タ

システムが適

ーブ表面温度

は、温度セン

は、温度セン

ーブに組み込

ー（T社 RTR

み金属入りの

配管に設置後

20:55 2

度の制御によ

低減を図るこ

ポンプは以下

チューブ用温

所温度制御用循

月 12 日調査。

ローラー（左：

温度により循

ンクやヒー

適正に稼働し

度や循環水の

ンサーをテー

ンサーを塩ビ

込みます。最

R502 17,64

給水栓チーズ

後も外せるので

1:05 21:1

- 17 - 

より、従来の

ことができま

下の順番で作

温度センサ】

循環用チュー

。チューブ内

チューブ表面

循環用ポンプ

トポンプの冷

しているかど

の温度および

ープで付ける

ビエルボー等

最近は、無線

0円/台）も

ズ（チーズとＴ

でセンサ回りの

15 21:25

チューブ内水温

チューブ表面温

の 24 時間制御

ます。  

作動するよう

ＯＮ→ポンプ

ーブ内と表面

内水温 18℃と

面又は水温で

プの入切制御

冷加温時の水

どうかを確認

び蓄熱水槽の

るだけですが

等にシリコン

線（数十ｍ）

あるので利

ＴＳエンドの接

の水漏れに対

21:35

温

温度

御する局所温

に設定しま

プ稼働  

面温度の推移

と 20℃でオ

で循環用ポン

御Ｔ社 ND-81

水温など） 

認し機器類の

の温度を測定

が、チューブ

ン（一般市販

で温度デー

用すれば便利

接続）にバル

対応できる。 

21:45

温度制御より

ます。 

移 

ンオフ制御 

ンプの入切制御

10） 

のトラブル防

定することが

ブ内の循環水

販品）で埋め

ータを読み込

利です。 

ルブソケットを使

21:55

りも大

御Ｓ社

防止の

が必要

水を測

め込み

込める

使って
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第 3

  

2)通

・循

パ

る

（第

 

 

   

セン
セン
ドリル

裏

表

第 30 図

第 31 図 接

32 図 センサ

通水の確認 

循環水、排熱回

パイプ内が通水

ために、流量

第 33 図）。 

       

ンサ用ホール
ンサの太さに合わせて
ルで穴を開ける。

塩ビＴＳエンド

 塩ビ製チー

接続前の状況

サをはめ込ん

回収器などの

水しているか

量計の設置が

    

ＴＳエンドと直管
差し込み管内
ンド全体も可）
入らないように

塩ビＴＳエンド

センサ

ーズへ温度セ

（左）と完成

んだチーズ（左

の配管の塩ビ

どうか確認す

が有効です 

シリコン
コーキン

繋ぎ管：塩ビ

管を接着した部品にセ
部にシリコンを十分な
流し込む。その時に、

に細い棒でセンサ回り
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センサーを埋

成したセンサ

左）とチューブ

 

す 

ン製
ング

ビ直管

センサを
な厚さ（エ

空気が
を混ぜる。

埋め込む方法

サー組み込ん

ブに接続した状

第 33 図

ＴＳエンドと直
センサは、チー

予め調整する
ンを乾かす（3

念のためエン
テープで固定

法 

んだチーズ

状況（右）  

流量計   

直管を接着した部品とチ
ーズの中央より少し下

る、接着後もセンサ位置
3日～4日程度）。

ンド上部のセンサ位置
定。

シリ
コー

（右） 

  

チーズを接着する。
下部にくるように接着す

置を確認し最終調整し

にもシリコンを流しセン

リコン製
ーキング

センサ

する前に

してシリコ

ンサを



 

3)機

・各装

カや

でス

止

 

(3)機

1)蓄

・タ

利用

 

 

 

 

 

 

 

 

・蓄熱

2)循

3)配

4)フ

 

５．

局

た。

た

冷却

導入

もや

第 4表
  
価 格
耐用
減価
ランニ

注 1)減
注 2)ラ

機器主電源の

装置が適正に

やスイッチ類

スイッチの

して速やかに

機器のメンテ

蓄熱水タンク

ンクは断熱材

用して加工し

第

熱水を潅水に

循環ポンプの

配管経路の水

フロースイッ

局所温度制御

局所温度制御

。さらに、

（第 5 表）。

却のために地

入価格が割高

やや高くな

表 局所温度

格 
年数 

価償却費 
ニングコスト 
減価償却費は価格

ランニングコスト

の漏電ブレー

に稼働してい

類の点検が必

ON･OFF を行

に点検・修理

テナンス 

クの水位 

材で被覆する

し、外部から

第 34 図 蓄熱

容器

 

に利用する場

のフィルタ類

水漏れなどの

ッチなどの安

御装置のシス

御装置の熱源

この標準価格

自然エネル

地下水の利用

高となります

ります。 

度制御装置に
標準タイプ

2,50

15
31

格に 43％補助が

トは局所温度制御

ーカやスイッ

いるかどうか

必要です。も

行って動作し

理を行って下

るために、水

ら一見して観

熱タンクの水

器と塩ビ管で

場合は、フロ

類に目詰まり

点検 

安全装置の点

ステム別経営

源タイプ別に

格と作成した

ルギータイプ

用が前提とな

すが、ランニ

における熱源
プ 自然エ
00,000 

7 
53,571 
12,131 

があるものとして

御装置の稼働に
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チ類の確認

かを確認する

もし、漏電ブ

ない場合は故

下さい。 

水位が外部か

観察できるよ

水位確認用の

でカバーした

ート式の給水

がないか、

検 

営試算 

に標準価格と

た経営指標を

プは低コスト

なります。省

ニングコス

源タイプ別シ
エネルギータイプ

743,16

45,65
36,12

て算出した。 
にかかる電気代を

るために、定

ブレーカの漏

故障の可能性

からわかりに

ようにしまし

のウキ（筒状

た約 1m の大型

水弁を取り付

1ヶ月に一回

とランニング

を基にシステ

で、所得率が

省エネタイプ

トが安く済む

システムの価
プ HP チラ
60
7

51
26 

を示す。 

定期的に各装

漏電表示が出

性があります

にくいので、

しょう（第 34

状の透明 

型ウキ） 

付け自動化す

回の洗浄を行

グコストを第

テム別に経営

が最も高くな

プは HP チラ

むため、所得

価格 
ータイプ 
1,863,160

7
114,451
231,387 

装置の漏電ブ

出ていたり、

すので、稼動

大型ウキな

4図）。 

すれば便利で

行います。 

第 4 表に示し

営試算を行い

なりますが、

ラータイプに

得は多く、所

省エネタイプ
2,16

13
15

ブレー

手動

動を停

などを

です。 

しまし

いまし

局所

に比べ

所得率

プ 
63,160

7
32,880
50,143 
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 第 5表 局所温度制御装置のシステム別の経営試算 
  標準タイプ 自然エネルギータイプ HP チラータイプ 省エネタイプ 

労働時間(hr) 2,451 2,451 2,451 2,451
粗収益(円)   4,880,985 4,880,985 4,880,985 4,880,985

 

単収 4,633 4,633 4,633 4,633
単価 1,053 1,053 1,053 1,053

生産費(円)   5,588,489 5,204,564 5,468,625 5,405,809

 

変動費 4,737,733 4,461,728 4,656,989 4,575,745

 

流動財費 1,716,299 1,440,294 1,635,555 1,554,311

  

種苗費 11,800 11,800 11,800 11,800
肥料費 203,780 203,780 203,780 203,780
農薬衛生費 137,477 137,477 137,477 137,477
動力光熱費 769,774 493,768 689,029 607,785
諸材料費 473,130 473,130 473,130 473,130
地代・賃借料 106,143 106,143 106,143 106,143
作業用衣料費 14,197 14,197 14,197 14,197

荷造運賃手数料 1,040,824 1,040,824 1,040,824 1,040,824
雇用労働費  0 0 0 0
家族労働費   1,980,610 1,980,610 1,980,610 1,980,610

固定費 850,756 742,836 811,636 830,065

 

固定財費 510,301 402,381 471,181 489,610

  

農具費 48,096 48,096 48,096 48,096
修繕費 57,324 57,324 57,324 57,324
減価償却費 353,571 245,651 314,451 332,880
土地改良費 51,310 51,310 51,310 51,310

利子割引料 0 0 0 0
租税公課 97,047 97,047 97,047 97,047
一般管理費  30,037 30,037 30,037 30,037
自己資本利子   194,127 194,127 194,127 194,127
自作地地代   19,244 19,244 19,244 19,244

１kg 当たり生産費 1,206 1,123 1,180 1,167
経営費(円)  3,394,509 3,010,584 3,274,645 3,211,829
農業所得(円)   1,486,476 1,870,402 1,606,341 1,669,156
所得率(%) 30% 38% 33% 34%
注 1)上場地域における経営指標を基に試算した。 
注 2)パッケージセンターの利用率は 78％とし、収穫期間は 11 月～5 月までとした。 
注 3)家族労働費は 808 円/時間（「平成 22 年農業労賃等に関する調査結果」より）で試算した。 

 

（参考資料）第 6表 蓄熱タンクの使用資材（現地試験の事例） 

 

 

 

 

 

第 7表 熱源タイプ別システムの主要器機の導入価格   

 

 

 

 

 

 

品　　名 規　　格　 数量（個） 単価（円） 金額（円）

プラスチックパレット LA-1111RR 14 3,900 54,600

HCクランプ 足場用パイプ用 52 228 11,856

単管パイプ 足場用パイプ 14 2,200 30,800

発泡スチロール板 5cm×90cm×180cm 11 1,650 18,150

ﾌﾞﾙｰシート 3.4m×5.3m 1 1,580 1,580

計 116,986

　品　　名 型式・能力等 標準タイプ 自然エネルギータイプ ＨＰチラータイプ 省エネタイプ

チラー 空冷式ﾁﾗｰ3ps 1,350,000 - - -

ＨＰチラー 空気熱源方式5ps - 800,000 800,000

循環用チューブ 2連チューブ（標準品） 800,000 - - -

循環用チューブ 低コスト版※ - 400,000 400,000 400,000

循環ポンプ 100㍑/分程度 - 150,000 150,000 150,000

蓄熱タンク 2m3 - - 120,000 120,000

排熱回収器 M社箱型6連式 - - - 300,000

放熱ファン M社5kW - 43,160 43,160 43,160

その他配管等 350,000 150,000 350,000 350,000

合　　計 2,500,000 743,160 1,863,160 2,163,160

※低コスト版はN社低コスト2連チューブおよびポリウレタンチューブ等を想定し、40～50万円/10a。
※ポリエチレンチューブを用い1方向配置（約2万円/10a）で試験中であるが、37mの高設ベット両端で
　現在時点（2013.4）のイチゴ生育差はほとんどない。
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第 2章 イチゴ生産大規模化の経営指針 

 

佐賀県上場地区での調査結果と各研究機関（イチゴ大規模経営モデル構築コンソー

シアム）で開発された新技術を基に、1ha規模の大規模高収益イチゴ経営モデルにつ

いて検討しました。モデルについてはパッケージセンターの活用を前提とし、上場地

区の標準規模30ａから規模拡大を図ることを想定して作成しています。 

作成に当たっては、上場地区の10ａ当たりの経営指標を作成後、その指標を基に各

研究機関で開発された技術の経営指標を作成し、モデル作成の基礎としました。本章

では、本課題で作成した経営指標や各技術の指標、作成した大規模高収益イチゴ経営

モデルをまとめて記載しています。 

 

１．上場地区における経営指標と標準モデル 

(1)経営指標 

上場地域のイチゴ経営のアンケート結果や標準的な経営規模 3 戸の調査結果を踏まえ、

上場地区におけるパッケージセンターを利用しない場合と使用した場合の経営指標を作成

しました（第 1表）。 

経営形態はイチゴ専作とし、栽培様式は施設ハウスによる土耕栽培で、自動換気装置を

装備していることを前提としました。パッケージセンターを利用しない場合の 10ａ当たり

イチゴの収量は地域平均の 4,000kg、単価は上場地域の平成 20～22 年の平均を用い、1,000

円/kg としました。イチゴの 10ａ当たり労働時間は、記帳結果を地域平均の収量水準に補

正するなどして算出し、家族労働時間が 2,556 時間としました。賃金水準は平成 22 年農業

労賃に関する調査結果に基づき、808 円/時間として家族労働費を算出しました。 

また、パッケージセンターを利用する場合は、パッケージセンターの利用率を 78％（上

場地区の平均利用率）とし、10ａ当たりイチゴの収量と単価はパッケージセンター利用後

の平成 22 年～23 年度の結果を基に、単収 4,125kg/10ａ（収穫期間は 11 月～5月まで）、単

価は 1,043 円/kg としました。労働時間についてはパッケージセンター利用後のアンケート

調査及び聞き取り調査の結果を基に、パッケージセンター利用前の労働時間を補正して算

出し、2,182 時間としました（第 2表）。 
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第 1表 上場地区におけるイチゴ経営指標（10ａ当たり） 

  
ＰＣ未利用 ＰＣ利用 

参考 
ＰＣ利用収量増無
（4,000kg/10a） 

労働時間(hr) 2,556 2,182 2,036

 
家族労働時間 2,556 2,182 2,036
雇用労働時間 0 0 0

粗収益(円)   4,000,000 4,302,444 4,000,000

 
単収 4,000 4,125 4,000
単価 1,000 1,043 1,000

生産費(円)   4,807,529 4,840,052 4,685,125

 

変動費 4,124,174 4,155,964 4,001,770

 

流動財費 1,458,025 1,466,026 1,458,025

  

種苗費 11,800 11,800 11,800
肥料費 175,921 181,422 175,921
農薬衛生費 137,477 137,477 137,477
動力光熱費 552,025 552,025 552,025
諸材料費 473,130 473,130 473,130
地代・賃借料 93,474 95,975 93,474
作業用衣料費 14,197 14,197 14,197

荷造運賃手数料 601,200 926,630 898,536
雇用労働費  0 0 0
家族労働費   2,064,949 1,763,307 1,645,209

固定費 683,356 684,089 683,356

 

固定財費 356,730 356,730 356,730

  

農具費 48,096 48,096 48,096
修繕費 57,324 57,324 57,324
減価償却費 200,000 200,000 200,000
土地改良費 51,310 51,310 51,310

利子割引料 0 0 0
租税公課 94,957 95,370 94,957
一般管理費  30,037 30,037 30,037
自己資本利子   182,388 182,708 182,388
自作地地代   19,244 19,244 19,244

１kg 当たり生産費 1,202 1,173 1,171
経営費(円)  2,540,949 2,874,793 2,838,285
農業所得(円)   1,459,051 1,427,651 1,161,715
所得率(%) 36% 33% 29%

注1)この指標はH22～23年度に調査した上場地区の標準規模経営（土耕不耕起栽培）3戸の記帳データを基に作成した。 
注 2)パッケージセンター（ＰＣ）の利用率は 78％とし、収穫期間は 11 月～5 月までとした。 
注 3)家族労働費は 808 円/時間（「平成 22 年農業労賃等に関する調査結果」より）で試算した。 
注 4)参考として、ＰＣ利用後も収量・単価の変化がない場合を記載した。 

 

第 2表 10ａ当たりの作業別労働時間 

 ＰＣ未利用 ＰＣ利用 
参考 

PC 利用収量増無 
（4,000kg/10a） 

育苗 251 251 251 
耕起・元肥 29 29 29 
定植 73 73 73 
追肥 43 43 43 
除草・防除 65 65 65 
灌水・保温換気 74 74 74 
管理（摘葉等） 439 566 439 
収穫 356 404 392 
調整 771 223 216 
出荷 83 83 83 
その他 371 371 371 
 計 2,556 2,182 2,036 

注1) H22～23年度に調査した上場地区の標準規模経営（土耕不耕起栽培）3戸の記帳データを基に作成した。 
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(2)標準モデル 

作成した経営指標を基に、上場地区における標準モデルを作成しました。 

モデルは栽培面積を上場地区における経営の平均規模である 30ａとし、パッケージセンタ

ーを 78％活用して、家族労働力で経営するものとして作成しました（第 3表、第 4表）。 

経営全体（30ａ）の生産量は 12,375kg、労働時間は 6,548 時間、生産費は 14,520 千円で、

１kg当たり生産費は1,173円/kgなり、販売単価1,000円/kgを上回っています。このため、

賃金評価 808 円/時で見積もった家族労働費や自己資本利子、自作地地代などを十分に回収

できない状況であります。 

また、粗収益 12,907 千円から経営費 8,624 千円を差し引いた農業所得は 4,283 千円と見

積もられ、現状では規模拡大を可能とする経済的余裕がないのが実態と考えられました。 

 

第3表 標準モデル作成の前提条件   第４表 上場地区におけるイチゴ経営標準モデル 

 

    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                    注 1)H22～23の農家調査および第 3表の前提条件を元

に作成した。 
 

経営形態 イチゴ専作 

栽培面積 30a 

労働力 
家族労働力のみ ※家族
労働費は 808 円/時間で
試算 

技術体系 土耕（不耕起）栽培 

販売単価 
1,043 円/kg（上場地区に
おける PC 利用後の平均
単価） 

単収 
4,125kg/10ａ（上場地区に
おける PC 利用後の平均
単収） 

パッケージセン
ター活用 利用率 78％ 

経営規模(ａ) 30

労働時間(hr) 6,547

 

家族労働時間 6,547

雇用労働時間 0

収量 12,375

粗収益(円)   12,907,333

 

単収 4,125

単価 1,043

生産費(円)   14,520,156

 

変動費 12,467,891

 

流動財費 4,398,078

 

種苗費 35,400

肥料費 544,266

農薬衛生費 412,430

動力光熱費 1,656,076

諸材料費 1,419,391

地代・賃借料 287,926

作業用衣料費 42,590

荷造運賃手数料 2,779,891

雇人費  0

家族労働費   5,289,922

固定費 2,052,266

 

固定財費 1,070,190

 

農具費 144,289

修繕費 171,972

減価償却費 600,000

土地改良費 153,929

利子割引料 0

租税公課 286,109

一般管理費 90,112

自己資本利子   548,123

自作地地代   57,732

１kg 当たり生産費 1,173

経営費(円) 8,624,380

農業所得(円)   4,282,953

所得率(%) 33%



- 24 - 
 

第 5表 標準モデルにおける作業別労働時間（ｈｒ/30a） 

育苗 754
耕起・元肥 88
定植 218
追肥 129
除草・防除 196
灌水・保温換気 221
管理（摘葉等） 1,699
収穫 1,213
調整 668
出荷 249
その他 1,114
 計 6,548

            

 

(3)イチゴ経営の発展過程 

家族労働力 4人の農家が高設栽培を導入して慣行栽培を行う場合と、これに炭酸ガス（午

前＋午後）施用技術を導入して栽培を行う場合について、第 6 表の前提条件の下、規模拡

大に伴う経営の変化を試算しました。 

現状の慣行栽培では 70ａまでは規模拡大に伴い徐々に所得が向上しますが、70ａを超え

ると物財費や雇用労働費が増大するため、農業所得は減少に転じます。80ａを超える規模

でも所得を向上させるためには、前述したように単収を向上させる必要があります。 

一方、炭酸ガス施用技術を導入し単収が向上した場合について試算した結果、単収と品

質（糖度）向上の効果が高く、炭酸ガス施用に伴う施設装備を導入しても十分に所得の向

上を図ることができ、所得は 16,000 千円を超えると試算されます（第 1 図）。ただし、こ

の場合は、高糖度の果実を区分して高単価で販売することを想定しており、品質による単

価差がない場合は、所得は 12,300 千円程度になると試算されます。 

 

 

第6表 規模拡大の前提条件        

 

 

労働力 家族労働力４人 
規模拡大時の導入施設 鉄骨ハウス＋高設栽培（上場方式）＋育苗ハウス（新規） 

※導入経費は 43％補助有りとして試算 
家族労働時間 月 22 日、 12 時間/日/人以内 

雇用労働力 
 

臨時雇用：家族＋常時雇用労働力の不足分。8 時間/人 
臨時雇用：700 円/時間（上場地区の平均） 

販売単価 1,114 円/kg（上場地区における PC 利用後の平均共撰単価） 
単収 慣行栽培：4,125kg/10ａ（上場地区における PC 利用後の平均単収）

炭酸ガス施用栽培： 
規模拡大に必要な用地 すべて借地、借地料 25 千円/10ａ 
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          第 1 図 規模拡大に伴う経営費と所得の試算 

 

 

２．新技術を駆使した大規模高収益経営モデル 

(1) 開発された新技術の内容 

1)（新技術名）炭酸ガス施用（午前+午後施用） 

（内容）炭酸ガス施用装置を用いて、早朝および夕方の時間帯（7 時～9 時、15 時～17

時）に濃度制御（1,500ppm）する方法、ただし、換気扇の稼働中は施用しない。 

 

2)（新技術名）未分化苗利用栽培 

（内容）1 ヶ月程度育苗した子苗を 7 月上旬に高設ベットへ定植し、循環用チューブを

イチゴの株元に配置して 7 月下旬から 10℃程度の冷水を流してクラウン部を冷却する

ことで 8月下旬に頂果房の花芽分化をさせて、収穫の前進化を可能にする方法。 

 

3)（新技術名）局所温度制御 

（内容）循環用チューブをイチゴの株元に配置し、20℃程度の冷温水を通水することで

クラウン部を 20℃程度に冷却または加温して花芽分化促進や生育促進を図る方法。 

 

4)（新技術名）局所温度制御+収穫延長 

（内容）促成栽培の生育期間中にクラウン部の局所温度制御を行い、さらに、春季局所

冷却することで収穫延長を図る方法。 
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5)（新技術名）据置 2年株利用栽培 

（内容）促成栽培終了時の 5 月又は 6 月に果房の摘除や摘葉および芽かぎにより株を 2

芽に整理し、局所温度制御をしながら継続して栽培し、夏季から連続して収穫を行い

そのまま促成栽培を行う方法。 

 

6)（新技術名）2芽苗利用 

（内容）鉢受け採苗中のポットに次のランナーも鉢受けし、2 芽の苗を育苗して利用す

る方法。 

 

（2）新技術の経営評価 

各研究機関で開発された新技術について経営評価を行いました。経営試算に当たっては

本課題で作成した上場地区の標準経営モデルを基に、既存の施設に新しく必要な機器類を

導入して栽培を行うものとし、試算を行いました（第 7表、第 8表）。 

経営指標には開発された技術のデータを基に、収量と平均単価の対慣行栽培比を指数と

して記載しています。開発された技術は、いずれの技術も慣行栽培に比べ、収量や単価の

指数が高くなっており、改善効果が見られました。 

個別技術で見ると単収指数は収穫延長の効果が最も高く、次いで炭酸ガス施用（午前＋

午後）となっています。一方、平均単価は炭酸ガス施用と据置 2 年株利用技術の効果が高

くなっています。炭酸ガス施用は増収効果と併せて品質（糖度）の向上効果が高く、据置 2

年株利用は単価が高い夏季の出荷が多くなることが要因となっています。ただし、据置 2

年株利用は夏季の気温が冷涼な地域での活用が前提となります。 

また、最も農業所得が多くなるのは収穫延長に炭酸ガス（午前施用）を組み合わせた技術

で、収量指数が 1.42 で、農業所得は 227 万円/10ａ程度と試算されました。 
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第 7表 開発された新技術の経営指標（その 1） 

          

高設栽培  
（慣行栽培）

炭酸ガス施用
（午前施用）

炭酸ガス施用
（午前+午後施用）

未分化苗 
炭酸ガス施用
（午前施用）
＋未分化苗

指数 
収量 1.00 1.10 1.24 1.06 1.16

金額 1.00 1.05 1.05 1.02 1.02

経営規模(ａ) 10 10 10 10 10

全体収量(kg) 4,125 4,551 5,120 4,375 4,785

労働時間(hr) 2,105 2,147 2,202 2,124 2,164

 

家族労働時間 2,105 2,147 2,202 2,124 2,164

雇用労働時間 0 0 0 0 0

粗収益(円)   4,302,444 4,983,571 5,606,823 4,672,972 5,110,942

 

単収 4,125 4,551 5,120 4,375 4,785

単価 1,043 1,095 1,095 1,068 1,068

栽植密度(株/10a) 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

生産費(円)   4,851,471 5,272,370 5,510,050 5,340,453 5,620,621

 

変動費 4,155,964 4,467,159 4,713,198 4,445,901 4,670,159

  

流動財費 1,466,026 1,530,752 1,603,883 1,566,948 1,666,623

  

種苗費 11,800 11,800 11,800 11,800 11,800

肥料費 181,422 200,136 225,166 192,415 210,449

農薬衛生費 137,477 137,477 137,477 137,477 137,477

動力光熱費 552,025 589,526 626,246 636,954 710,394

諸材料費 473,130 473,130 473,130 473,130 473,130

地代・賃借料 95,976 104,486 115,868 100,975 109,176

作業用衣料費 14,197 14,197 14,197 14,197 14,197

荷造運賃手数料 926,630 1,022,216 1,150,055 982,781 1,074,891

雇人費 ※1 0 0 0 0 0

家族労働費   1,763,307 1,914,191 1,959,259 1,896,172 1,928,644

固定費 695,507 805,212 796,852 894,552 950,462

  

固定財費 356,730 465,030 465,030 565,187 619,744

  

農具費 48,096 48,096 48,096 48,096 48,096

修繕費 57,324 57,324 57,324 57,324 57,324

減価償却費 200,000 308,300 308,300 408,457 463,014

土地改良費 51,310 51,310 51,310 51,310 51,310

利子割引料 0 0 0 0 0

租税公課 95,369 96,774 98,652 96,194 97,547

一般管理費  30,037 30,037 19,800 19,800 19,800

  

農業共済掛金 20,137 20,137 9,900 9,900 9,900

雑費 9,900 9,900 9,900 9,900 9,900

自己資本利子   194,127 194,127 194,127 194,127 194,127

自作地地代   19,244 19,244 19,244 19,244 19,244

経営費(円) 2,874,793 3,144,809 3,337,420 3,230,910 3,478,606

農業所得(円)   1,427,651 1,838,762 2,269,402 1,442,062 1,632,336

所得率(%) 33% 37% 40% 31% 32%

備考（必要な施設装備） 

高設栽培 高設栽培 

炭酸ガス発生装置+

コントローラ 

高設栽培 

炭酸ガス発生装置+

コントローラ 

高設栽培 

局所温度制御装置 

(10 馬力) 

高設栽培 

局所温度制御装置

(10 馬力) 

炭酸ガス発生装置+

コントローラ 

 

 



- 28 - 
 

第 8表 開発された新技術の経営指標（その 2） 

  
局所温度制御

局所温度制御
+収穫延長 

収穫延長＋ 
炭酸ガス施用
（午前施用）

据置 2 年株 2 芽苗利用

指数 
収量 1.12 1.32 1.42 1.06 1.00

金額 1.00 1.01 1.01 1.05 1.00

経営規模(ａ) 10 10 10 10 10

全体収量(kg) 4,633 5,434 5,858 4,373 4,125

労働時間(hr) 2,158 2,233 2,275 1,836 2,105

 

家族労働時間 2,158 2,233 2,275 1,836 2,105

雇用労働時間 0 0 0 0 0

粗収益(円)   4,831,222 5,717,665 6,163,435 4,770,138 4,302,375

 

単収 4,633 5,434 5,858 4,373 4,125

単価 1,043 1,052 1,052 1,091 1,043

栽植密度(株/10a) 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000

生産費(円)   5,352,559 5,651,699 5,903,365 5,017,261 4,813,529

 

変動費 4,481,583 4,778,081 4,973,792 4,147,145 4,128,260

 

流動財費 1,517,159 1,573,293 1,673,838 1,501,251 1,466,022

 

種苗費 11,800 11,800 11,800 11,800 11,800

肥料費 203,780 238,987 257,619 192,307 181,419

農薬衛生費 137,477 137,477 137,477 137,477 137,477

動力光熱費 570,633 575,550 648,990 571,414 552,025

諸材料費 473,130 473,130 473,130 473,130 473,130

地代・賃借料 106,143 122,153 130,626 100,926 95,974

作業用衣料費 14,197 14,197 14,197 14,197 14,197

荷造運賃手数料 1,040,824 1,220,649 1,315,815 982,228 926,615

雇人費  0 0 0 0 0

家族労働費   1,923,600 1,984,139 1,984,139 1,663,666 1,735,622

固定費 870,976 873,618 929,573 870,115 685,270

 

固定財費 540,759 540,759 595,316 540,759 356,730

 

農具費 48,096 48,096 48,096 48,096 48,096

修繕費 57,324 57,324 57,324 57,324 57,324

減価償却費 384,029 384,029 438,586 384,029 200,000

土地改良費 51,310 51,310 51,310 51,310 51,310

利子割引料 0 0 0 0 0

租税公課 97,047 99,689 101,087 96,186 95,369

一般管理費  19,800 19,800 19,800 19,800 19,800

 

農業共済掛金 9,900 9,900 9,900 9,900 9,900

雑費 9,900 9,900 9,900 9,900 9,900

自己資本利子   194,127 194,127 194,127 194,127 194,127

自作地地代   19,244 19,244 19,244 19,244 19,244

経営費(円) 3,215,589 3,454,189 3,705,856 3,140,224 2,864,537

農業所得(円)   1,615,634 2,263,476 2,457,580 1,629,914 1,437,838

所得率(%) 33% 40% 40% 34% 33%

備考（必要な施設装備） 

高設栽培 

局所温度制御装置

(5 馬力) 

高設栽培 

局所温度制御装置

(5 馬力) 

高設栽培 

局所温度制御装置

(5 馬力) 

炭酸ガス発生装置

+コントローラ 

高設栽培 

局所温度制御装置 

(5 馬力) 

高設栽培 
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      第 2図 開発された新技術の月別収量の推移 

注１）対照は慣行技術であり、炭酸ガス施用のみ慣行技術は午前中で、 
          対照は無施用。  
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           第 3 図 新技術を導入した場合の月別作業時間 

 

第 9表 新技術で使用する機器類   

機器名 局所温度制御装置 
炭酸ガス施用装置 養液土耕 

システム ガス発生装置 ガスコントローラ 

規格・能力 5 馬力 10 馬力 供給面積 

530～860m2 

－ － 

導入価格 1,600,000 1,900,000 460,000 210,000 660,000

耐用年数 7 7 7 7 7

減価償却費 228,571 271,429 65,714 30,000 31,429

ランニングコスト 150,143  170,553 73,440   0 781

備考 

使用技術 

・局所温度制御 

・収穫延長 
・据置2年株利用 

使用技術 

・未分化苗利用

ネポン社製炭酸ガス発生装置を想定。 

１日４時間（上限）稼働×のべ135日で

試算 

 

注 1)電気料金は 12.4 円/(kw/h)、重油代は 90 円/L で試算した。 

注 2)導入価格・ランニングコストは導入事例や現地実証のデータに基づき、試算した。 
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(2)大規模高収益経営モデル 

1)1ha 規模の大規模高収益経営モデル    

本研究課題で開発された増収技術や省力化技術の新技術の経営指標のデータを基に、イ

チゴパッケージセンターの活用と新技術を組み合わせた大規模高収益モデルの構築に取り

組みました。 

モデル作成に当たっては、上場地区の標準規模 30ａを基準として補助事業（43％で試算）

を活用し、新規に施設（鉄骨ハウス＋高設栽培＋育苗ハウス）や新技術に伴う機器類を導

入して 100ａへ規模拡大した大規模経営を想定しました。このときの、販売単価はＰＣ利用

後の上場地区における共撰平均単価 1,114 円/kg を標準とし、導入技術の単価指数を乗じて

各技術の単価を算出しました。また、雇用は常時雇用を 1 人とし、不足する労働力を臨時

雇用として、試算を行いました（第 12 表）。 

モデル１は所得目標を 15,000 千円とし、できるだけ労働力が少なくなるように想定して作

成したモデルで、全面積で炭酸ガス施用を行うとともに、50ａで収穫延長に取り組む栽培

様式となっています。このモデルでは農業所得が 15,328 千円、総労働時間が 22,384 時間

（うち家族労働時間 13,247 時間）で、収穫ピーク時の家族労働時間は１日 12 時間、家族 1

人当たりの時間当たり労働報酬は 1,157 円/hr と試算されました。 

モデル２は家族労働時間を短くしたモデルで、炭酸ガス施用と収穫延長に加え、2芽苗利用

による育苗を省力化した作型 20ａを栽培する栽培様式となりました。このモデルでは、農

業所得 12,628 千円とモデル 1 よりも少なくなりますが、総労働時間 21,420 時間（うち家

族労働時間 11,598 時間）で、収穫ピーク時の家族労働時間は１日 10 時間、家族 1 人当た

りの時間当たり労働報酬は 1,089 円/hr と試算されました（第 13 表）。 

 

第10表 １ｈａモデル作成の前提条件        

経営形態 イチゴ専作 

栽培基礎面積 30a 

労働力 家族労働力４人 

栽培様式 高設栽培 

規模拡大時の導入施設 鉄骨ハウス＋高設栽培（上場方式）＋育苗ハウス（新規）＋新技術に伴う機

器類 ※導入経費は 43％補助有りとして試算 

家族労働時間 休日 1 日/週、 12 時間/日/人以内 

雇用労働力 常時雇用：1 人/年、8 時間/日、休日 1 日/週 

臨時雇用：家族＋常時雇用労働力の不足分。8 時間/人 

雇用労賃 常時雇用：800 円/時間 

臨時雇用：700 円/時間（上場地区の平均） 

販売単価 1,114 円/kg（上場地区における PC 利用後の平均共撰単価）を基に、各技

術の技術係数（販売単価）を乗じて算出 

単収 4,125kg/10ａ（上場地区におけるPC利用後の平均単収）に各技術係数を乗

じて算出 

規模拡大に必要な用地 すべて借地、借地料 25 千円/10ａ 

パッケージセンター活用 １００％ 
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第 11 表 １ｈａ規模の大規模高収益イチゴ経営モデル        

モデル１（所得優先） モデル２（労働時間優先） 

導入技術と面積 

（ａ） 

炭酸ガス（午前+午後）施用 50ａ 炭酸ガス(午前+午後)施用   50ａ 

局所温度制御＋収穫延長＋ 

炭酸ガス（午前）施用 
50ａ 

局所温度制御＋収穫延長＋ 

炭酸ガス(午前)施用  
30ａ 

  ２芽苗利用              ２0ａ 

単収（kg/10ａ） 5,489 5,142

単価（円/kg） 1,145 1,145

粗収益（千円) 62,857 58,882

経営費（千円) 47,530 46,081

 物財費 40,715 38,786

雇用労働費 6,640 7,120

支払地代・利子 175 175

農業所得（千円) 15,328 12,801

所得率（％） 25 22

労働時間（hr/年） 22,384 21,420

 家族労働 13,247 11,598

雇用労働 9,137 9,822

家族労働力 1 人

当たり労働時間 

（hr/年） 

3,312 2,900

家族労働力 1 時間

当たりの農業所得 

（円/ｈｒ） 
1,157 1,089

導入施設・機材 

鉄骨ハウス 70ａ 

高設栽培 70ａ 

育苗ハウス 28ａ 

局所温度制御装置 5 馬力５台 

炭酸ガス発生装置 10 台 

養液土耕システム 

鉄骨ハウス 70ａ 

高設栽培 70ａ 

育苗ハウス 28ａ 

局所温度制御装置５馬力３台 

炭酸ガス発生装置８台 

養液土耕システム 

備  考 

家族労働時間 

11～6 月：12 時間/人以内、  

7～10 月：8 時間/人以内 

家族労働時間 

11～6 月：10 時間/人以内、 

7～10 月：8 時間/人以内 

注 1)モデルの試算に当たっては、営農技術体系評価・計画システムＦＡＰＳ2000(農業研究センター)を使用した。 

 

 

 

 

 



- 33 - 
 

2)作成したモデル１で年内の販売形態を変えたときの試算例 

研究成果として、新たな商品展開として年内に初物・糖度保証という付加価値を付けた

条件で、少量パック（3粒、5粒、蓋つきのプラスチックパッケージ）のイチゴが割高で売

れることが明らかになりました。そこで、作成した 1ｈａ規模の大規模モデル１において、

年内収量の 1割と 3割を少量パックで販売した場合の経営試算を行いました（第 12 表）。 

3 粒入りの少量パックを 200 円で販売した場合、kg 単価は通常パックの販売単価に比べ約 2

倍となります。このため、3割を販売した場合で約2,500千円、1割を販売した場合で約1,000

千円の売り上げ増となり、農業所得はそれぞれ約 2,200 千円、約 800 千円増加すると試算

されます。 

 

第 12 表 作成したモデル１で年内の販売形態を変えたときの試算例 

 

モデル１ 

慣行の販売体系で試算
年内収量のうち 3 割を少

量パックで販売した場合

年内収量のうち１割を少

量パックで販売した場合

導入技術と面積（ａ） 
炭酸ガス（午前+午後）施用   ５0ａ 

収穫延長(+炭酸ガス施用午前) ５0ａ 

単収（kg/10ａ） 5,489 5,489 5,489

単価（円/kg） 1,145 1,191 1,165

粗収益（千円) 62,857 65,376 63,946

経営費（千円) 47,530 47,834 47,782

 物財費 40,715 41,019 40,967

雇用労働費 6,640 6,640 6,640

支払地代・利子 175 175 175

農業所得（千円) 15,328 17,541 16,163

所得率（％） 25 27 25

労働時間（hr/年） 22,384 22,384 22,384

 家族労働 13,247 13,247 13,247

雇用労働 9,137 9,137 9,137

家族労働力 1 人当たり

労働時間（hr/年） 
3,312 3,312 3,312

家族労働力 1 時間当た

りの農業所得（円/ｈｒ） 
1,157 1,324 1,220

注 1)少量パックを 3.5 円/パックとして試算した。 
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○関連する研究課題の概要 

研究課題名「パッケージセンター活用と局所環境制御技術を駆使した 

大規模高収益イチゴ経営モデルの構築」 

1. 目的 

イチゴ産地では生産物価格の低迷や資材高騰によって生産基盤が脆弱化し、生産意欲の

減退を招いている。抜本的改善策として、大幅な労力軽減と多様な商品開発による販路拡

大で収益力の向上が可能なパッケージセンターの導入による生産規模の拡大や新たな担い

手育成への期待が高まっている。そこで、パッケージセンターの活用と局所環境制御技術

を駆使した生産性の向上を図ることによって、経営基盤を強化した大規模高収益経営モデ

ルを構築する。 

本研究では、     

（１）局所環境制御等による生産安定技術の確立 

（２）規模拡大のための省力・低コスト化技術の確立  

（３）イチゴ大規模経営の展開条件の解明と高収益経営モデルの構築  により、            

作期拡大等による生産安定技術、省力・低コスト生産技術、大規模経営の展開条件を解明

し、パッケージセンター導入条件下における作期拡大生産安定システムおよび大規模高収

益モデルの構築を目標とする。 

 

２．研究推進体制  

 専門ＰＯ  ： 岡安 正 氏  

外部評価員 ： 東北大学 伊藤房雄 教授  

         岡山大学 吉田裕一 教授 

中核機関  ： 佐賀県上場営農センター   

 共同研究機関： 九州沖縄農業研究センター 

佐賀県農業試験研究センター 

佐賀県東松浦農業改良普及センター 

長崎県農林技術開発センター    

大分県農林水産研究指導センター 

九州電力株式会社 
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３．年次計画と担当機関 

研究項目 2010 年度 2011 年度 2012 年度 

１．局所環境制御等による生産

安定技術の確立 
（１）盛夏期定植の超促成栽

培を可能にする未分化苗定

植栽培技術 
（２）促成栽培の局所冷却に

よる連続花芽分化と生産安

定技術  
（３）収穫延長を可能にする

クラウン部の局所冷却と生

産安定技術 
（４）潅水同時施肥と炭酸ガ

スの効率的施用による厳寒

期の果実品質向上と増収技

術 
 
２．規模拡大のための省力・低

コスト化技術の確立 
 （１）作期拡大に対応した省

力育苗体系 
 （２）育苗を省いた据え置き

2年株利用技術 
 （３）多収安定生産のための

生理生態反応に基づく局所

環境制御技術の最適化条件

の解明 
 （４）クラウン部の局所温度

制御装置の低コスト化 
（５）低コスト作期拡大生産

システムの現地実証 
 

３．イチゴ大規模経営の展開条

件の解明と高収益経営モデル

の構築 
（１）多様なニーズに対応し

た商品アイテムの開発 
（２）大規模イチゴ経営の成

立条件とその支援方策 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

果実品質向上技術の開発（大分県農林水産研究指導セ）

生産安定技術の開発（佐賀県上場営農セ） 

収穫延長技術の開発（佐賀県上場営農セ） 

超促成栽培技術の開発（長崎県農林技術開発セ） 

作期拡大生産システムの実証（佐賀県東松浦普及セ）

省力育苗体系の開発（大分県農林水産研究指導セ） 

2 年株利用技術の開発（佐賀県農業試験研究セ） 

局所環境最適化技術開発（（独）九州沖縄農業研究セ）

低コスト化技術の開発（九州電力（株）） 

新商品開発（（独）九州沖縄農業研究セ） 

大規模経営成立条件の解明（佐賀県農業試験研究セ）
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４．研究担当者 

研究項目 担当機関 研究担当者 

研究総括者 

 

１．局所環境制御等による生産

安定技術の確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．規模拡大のための省力・低

コスト化技術の確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．イチゴ大規模経営の展開条

件の解明と高収益経営モデル

の構築 

 

佐賀県上場営農センター 

 

長崎県農林技術開発センター 

 

 

佐賀県上場営農センター 

 

 

 

 

 

大分県農林水産研究指導センター 

 

 

 

大分県農林水産研究指導センター  

 

 

佐賀県農業試験研究センター 

 

 

（独）九州沖縄農業研究センター 

 

 

 

九州電力（株） 

 

 

佐賀県東松浦農業改良普及センター

 

 

（独）九州沖縄農業研究センター 

 

 

佐賀県農業試験研究センター 

 

石橋哲也 

 

前田 衡 

野田和也 

 

中山敏文（～2011.3） 

富永 慧（～2012.3） 

大坪竜太（2012.4～） 

浦田貴子（～2011.3） 

楢崎耕輔（2011.4～） 

 

佐藤 如 

戸井田雄一（～2011.3）

加藤昌美（2012.4～） 

 

安部貞昭 

山﨑真居（2012.4～） 
 

中島正明 

江頭淳二 

 

曽根一純 

日高功太（～2011.3） 

中原俊二 

 

田中 要 

栗山孝浩 

 

藤 伸一 

久富倫子（2011.4～） 

 

後藤一寿（～2012.3） 

大西千絵 

 

辻 聡宏（～2011.3） 

夏秋道俊（2011.4～） 

秀島瑠満子（～2012.3）

牧 善弘（2012.4～） 

 

 

 



- 38 - 
 

５．発表した成果 
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縄農研農業経営研究資料、第13号、1－３１ （2011．3）

「外国人留学生を対象としたイチゴの感応評価と味分析結果」、後藤一寿・曽根一
純、九州沖縄農研農業経営研究資料、第１３号、32-38  (2011.3)

イチゴにおけるクラウン部の管理温度の違いが連続出蕾性に及ぼす影響（第６報)
暖房機排熱を有効利用する熱交換器の熱交換効率、中原　俊二・曽根一純・沖村
誠・伏原肇・岩澤 賢治、園芸学会九州支部会、（2010．８）、園学九研集.18、P41

イチゴ栽培における局所環境制御による安定生産技術の確立
イチゴ促成栽培におけるメッシュ状面状ヒーターを用いた果実温度制御による安定
生産技術の確立(その1）」、曽根一純・中原俊二・泉一雄・沖村誠・壇和弘・日高功
太、園芸学会、（2010．3）

Kazuhisa GOTO, et al., Market Research that Utilized the Taste Sensor
Technology for Japanese Strawberries, ISSAAS International Congress 2010

「イチゴ定植苗のランナーに着生させた子苗の定植時葉数が頂果房出蕾時期と収
量に及ぼす影響」、安部貞昭、佐藤　如、戸井田雄一他、大分県農林水産研究指
導センター研究報告（農業研究部編）、第1号、17-24 （2011．3）

「消費目的別のイチゴとパッケージに対する消費者ニーズ」、大西千絵、後藤一寿、
農業経営研究、第50巻3号、96-101(2012.12)

タイトル、発表者名、学会等名、発表年月

イチゴ栽培における局所環境制御による安定生産技術の確立．イチゴ促成栽培に
おけるメッシュ状面状ヒーターを用いた果実温度制御による安定生産技術の確立
（第2 報）、曽根一純、日高功太、園芸学会、（2011.9）

留学生を対象としたイチゴ官能調査結果～味覚センサーを活用した分析の試行～、
後藤一寿、曽根一純、大西千絵、九州農業研究発表会　農業経営部会、（2011.8）

　「盛夏期定植のイチゴ未分化苗における局所制御技術の確立（第1報）株養成期
の施肥及びマルチ被覆がイチゴの生産に及ぼす影響」、前田衡、野田和也、園芸学
会九州支部会、（2011.8）

イチゴにおけるクラウン部の管理温度の違いが連続出蕾性に及ぼす影響（第7報）
暖房機排熱を有効活用する熱交換器で発生する凝縮水が熱交換器の素材に与え
る影響、中原俊二、曽根一純、園芸学会九州支部、（2011.8）

　「イチゴ購入基準とブランド意識～消費者調査結果より～」、大西千絵、後藤一
寿、九州農業研究発表会　農業経営部会、（2011.8）

多次元尺度法を用いたイチゴパッケージに対する消費者意識の分析、大西千絵、
後藤一寿、平成23年度日本農業経営学会研究大会、（2011.9）

　「大分方式Y型イチゴﾞ高設栽培における液肥給液量が‘さがほのか’の葉柄、排
液及び土壌溶液中硝酸態窒素濃度に及ぼす影響」、戸井田雄一、安部貞昭、佐藤
如、園芸学会九州支部会、（2011.8）

　イチゴ‘さがほのか’‘大分３号’の果実成熟積算温度、佐藤　如、安部貞昭、戸井
田雄一、吉田佳子、園芸学会、（2011.9）

佐賀県上場地域のイチゴ経営の存在形態とパッケージセンター利用による規模拡
大の課題、秀島瑠満子、高尾雅晴、辻　聡宏※※、夏秋道俊、藤　伸一※、長野龍
雄※　九州農業研究発表会　農業経営部会　（2011.8）

九州沖縄農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

機関名

九州沖縄農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

機関名

九州沖縄農業研究センター

九州沖縄農業研究センター

大分県農林水産研究指導センター

九州沖縄農業研究センター

長崎県農林技術開発センター

大分県農林水産研究指導センター

大分県農林水産研究指導センター

佐賀県農業試験研究センター
※佐賀県東松浦農業改良普及センター
※※佐賀県武雄農林事務所
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（３）出版図書

区分；①出版書著、②雑誌、③年報、④その他

区分

②

②

（4）普及に移しうる成果

区分；①普及（製品化）にうつされたもの、②普及（製品化）のめどがたったもの、③主要成果として外部評価を受けたもの

区分

②

②

②

②

マニュアル化して
ホームページで公開
予定

マニュアル化して
ホームページで公開
予定

マニュアル化して
ホームページで公開
予定

マニュアル化して
ホームページで公開
予定

H24年度佐
賀県研究成
果情報

H24年度佐
賀県研究成
果情報

局所温度制御シス
テムを導入するイチ
ゴ農家

パッケージセンター
を活用する大規模イ
チゴ農家

局所温度制御シス
テムを導入するイチ
ゴ農家

タイトル、発表者名、学会等名、発表年月

機関名成果の名称 普及 主な利用場面

　「イチゴ中山間地早出し栽培における‘さがほのか’の据え置き２年株利用技術」、
中島正明、江頭淳二、園芸学会九州支部会、（2011.8）

促成イチゴ‘さがほのか’における局所温度制御が生育と収量に及ぼす影響、富永
慧、中山敏文、石橋哲也、楢崎耕輔、園芸学会、（2011.9）

普及状況

佐賀県上場営農センター
※佐賀県東松浦農業改良普及センター
※※佐賀県農業試験研究センター

佐賀県上場営農センター

パッケージセンターを活用した1ha規模を
目指す大規模イチゴ農家の経営モデル

所得向上を目指したイチゴの低コスト局
所温度制御システムの経営試算

機関名

佐賀県上場営農センター

九州沖縄農業研究センター

著書名、（タイトル）、著者名、出版社名、発行年月

「施設と園芸」、（パッケージセンターを活用したイチゴ経営の大規模化を目
指して）、石橋哲也、日本施設園芸協会、2011.8

佐賀県上場営農セン
ター
佐賀県農業試験研究セ
ンター

佐賀県上場営農セン
ター
佐賀県農業試験研究セ
ンター

低コスト運転を実現する局所温度制御装
置用のハイブリッドコントローラーの開発

H24年度佐
賀県研究成
果情報

局所温度制御シス
テムを導入するイチ
ゴ農家

低コスト局所温度制御システムの必要能
力と省力タイプの器機構成

H24年度佐
賀県研究成
果情報

佐賀県上場営農セン
ター
佐賀県農業試験研究セ
ンター

佐賀県農業試験研究セ
ンター
佐賀県上場営農セン
ター

「現代農業」、（地下水、暖房機排熱を有効活用したイチゴクラウン温度制御
技術)、曽根一純、農文協、2011.12

局所温度制御栽培における促成イチゴ’さがほのか’の定植時期の違いが収量・品
質に及ぼす影響、大坪竜太、富永　慧※※、石橋哲也、楢崎耕輔、浦田貴子、園芸
学会、（2012.9）

佐賀県上場営農センター
※佐賀県東松浦農業改良普及センター
※※佐賀県農業試験研究センター

イチゴ’さがほのか’に発生する先しぼり果(仮称)と栽培要因の関係、安部貞昭、戸
井田雄一、佐藤如、園芸学会、（2012.3）

炭酸ガスの午前午後施用がイチゴ‘さがほのか’の生育、収量、品質に及ぼす影
響、安部貞昭、佐藤如、戸井田雄一、山崎真居、園芸学会、（2012.9）

イチゴ’さがほのか’における局所温度制御循環用チューブの違いが生育に及ぼす
影響、石橋哲也、藤伸一※、久富倫子※、大坪竜太、楢崎耕輔、富永　慧※※、浦
田貴子、園芸学会、（2012.9）

佐賀県上場営農センター
※佐賀県東松浦農業改良普及センター
※※佐賀県農業試験研究センター

大分県農林水産研究指導センター

大分県農林水産研究指導センター

促成イチゴ‘さがほのか’における局所温度制御による生育促進と暖房費削減効
果、石橋哲也、藤 伸一※、中山敏文※※、富永　慧、楢崎耕輔、園芸学会、
（2011.9）

生食用イチゴの新しい消費形態に関する消費者ニーズ、大西千絵、後藤一寿、日
本農業経営学会、（2011.10.10）

九州沖縄農業研究センター

佐賀県農業試験研究センター

機関名
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低コスト局所環境制御技術を駆使した 

所得 1,500 万円のイチゴ経営マニュアル（201３） 
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